
第 ２ 号議案 豊田都市計画区域区分の変更について

意見書の要旨及び都市計画決定権者の見解

縦 覧 期 間  令和 3年 11月 12日から令和 3年 11月 29日まで
縦 覧 場 所  愛知県都市・交通局都市基盤部都市計画課及び豊田市役所

意 見 書 提 出 状 況 1通 （1名）  





第 ５ 号議案 名古屋都市計画道路の変更について

意見書の要旨及び都市計画決定権者の見解

縦 覧 期 間  令和 3年 11月 12日から令和 3年 11月 29日まで
縦 覧 場 所  愛知県都市・交通局都市基盤部都市計画課及び蟹江町役場

意 見 書 提 出 状 況 3通 （1名 2団体）  



番号 意  見  書  の  要  旨

1-1
　今回の路線廃止に合わせて用途地域等の変更がなされて
いないが、これらの変更は同時並行に行うべきである。
＜２通（２団体）＞

1-2

　路線廃止の理由として周辺道路網の代替性だけで廃止す
るならば、もっと大胆に廃止を進めていくべきである。理
由として周辺現道網の代替性のみしか書かれていないが、
将来交通量の確認はしていないのか。
＜２通（２団体）＞

1-3
　部分的に事業着手している路線であっても、事業着手で
きていない区間は見直し対象とすべきである。
＜２通（２団体）＞

1-4

　地元説明会を行っている案件と行っていない案件があ
る。地元への説明方法はどのように進めているのか。地元
への説明内容が分かるように、配布資料、質疑内容等を明
らかにすべきである。
　また、パブリックコメントを実施している案件と実施し
ていない案件がある。
＜３通（１名２団体）＞

1-5

　変更案件に関する市町村以外の都市計画道路の整備状況
がどうなっているかを、県は公表すべきである。また、他
の市町村における都市計画道路の見直し進捗状況も確認で
きるようすべきである。
＜２通（２団体）＞

1-6

　旧都市計画法のもとで計画決定され長期間着手されな
かったことで、土地所有者は土地の処分に大きな制約を課
されてきた。固定資産税の増加をなくす特別措置を定める
べきである。
＜２通（２団体）＞

都  市  計  画  決  定  権  者  の  見  解

　都市計画道路の廃止に関連して行うべき区域区分や用途地域などの変更は、県や市
町村にて同時に手続きを進めることとしております。例えば、東三河都市計画道路の
変更に関連する区域区分の変更を今回同時に手続きを進めています。

　　１．都市計画道路見直しの進め方に関すること

　愛知県都市計画道路見直し方針に基づいた見直し検証作業では、周辺道路網の交通
機能の代替性だけでなく、市街地形成機能及び空間機能の必要性や歴史・文化資源及
び環境等の影響についても評価を行うこととしております。
　交通機能の代替性の検証にあたっては、将来交通量推計を行い、交通量や混雑度を
確認しております。

　ご意見を踏まえ、県内の都市計画道路の整備状況及び市町村ごとの見直し進捗状況
等について、12月初旬より県都市計画課ホームページに掲載し、ご確認いただけるよ
うにいたしました。

　都市計画道路の廃止に伴い、固定資産税額が本来の税額に戻る場合があります。こ
のような税負担の激変を緩和するため、地方税法附則において負担調整措置が設けら
れております。

　愛知県都市計画道路見直し方針に基づいた見直し検証作業では、整備済み区間、事
業中及び事業検討中の区間は見直し対象外としております。

　都市計画法第16条や都市計画運用指針において、都市計画の案を作成しようとする
場合には、公聴会や説明会等を開催し、住民の意見を反映させるために必要な措置を
講じることが定められています。
　新型コロナウイルスに係る緊急事態宣言の発令により、外出抑制の観点から説明会
を中止とし、説明会の開催に代え、関係地区を対象とした都市計画の案及び説明資料
の全戸回覧、市町村ホームページへの掲載、意見の募集とその結果や見解の公表を行
うなどにより、住民意見を反映させるための措置を講じた案件があります。
　市町村が実施した住民説明会等の資料、質疑内容につきましては、各市町村ホーム
ページで公表等がなされております。
　パブリックコメントにつきましては、市町村が都市計画の案を作成していくのに先
立ち、市町村独自の都市計画道路見直し方針を定める際に実施したものです。



番号 意  見  書  の  要  旨 都  市  計  画  決  定  権  者  の  見  解

２

　名古屋都市計画道路３・４・337号天王線の廃止の理由書
では、駅から徒歩圏内にある廃止区間沿線の市街化調整区
域について、市街化の見込みがないと決めつけており、根
拠がなく問題である。
＜１通（１名）＞

３

　名古屋都市計画道路3・3・903号南駅前線の整備などの蟹
江町の事業実施について、住民に対して事業の意義など十
分な説明がなされておらず、納得できない。
＜１通（１名）＞

　蟹江町が実施する事業に関するご意見ですので、いただいたご意見は蟹江町へ申し
伝えております。

　　３．その他

　　２．天王線の廃止に関すること

　令和2年度に定められた町の都市計画マスタープランにおいて、廃止区間沿線の市
街化調整区域は「集落内の居住環境維持・向上地域」及び「優良農地保全・集落内居
住環境維持地域」と位置づけられており、市街化を抑制する土地利用方針が定められ
ております。
　なお、本マスタープランは、住民意識調査、パブリックコメントなど町民の意向を
反映させる措置が講じられ、学識経験者や行政関係者等から構成されたマスタープラ
ン策定委員会での協議を経て策定、公表されております。



第 ６ 号議案 尾張都市計画道路の変更について

意見書の要旨及び都市計画決定権者の見解

縦 覧 期 間   令和 3年 11月 12日から令和 3年 11月 29日まで
縦 覧 場 所   愛知県都市・交通局都市基盤部都市計画課、

           一宮市役所、江南市役所及び稲沢市役所

意 見 書 提 出 状 況   2通 （2団体）  



番号 意  見  書  の  要  旨

1-1
　今回の路線廃止に合わせて用途地域等の変更がなされて
いないが、これらの変更は同時並行に行うべきである。
＜２通（２団体）＞

1-2

　路線廃止の理由として周辺道路網の代替性だけで廃止す
るならば、もっと大胆に廃止を進めていくべきである。理
由として周辺現道網の代替性のみしか書かれていないが、
将来交通量の確認はしていないのか。
＜２通（２団体）＞

1-3
　部分的に事業着手している路線であっても、事業着手で
きていない区間は見直し対象とすべきである。
＜２通（２団体）＞

1-4

　地元説明会を行っている案件と行っていない案件があ
る。地元への説明方法はどのように進めているのか。地元
への説明内容が分かるように、配布資料、質疑内容等を明
らかにすべきである。
　また、パブリックコメントを実施している案件と実施し
ていない案件がある。
＜３通（１名２団体）＞

1-5

　変更案件に関する市町村以外の都市計画道路の整備状況
がどうなっているかを、県は公表すべきである。また、他
の市町村における都市計画道路の見直し進捗状況も確認で
きるようすべきである。
＜２通（２団体）＞

1-6

　旧都市計画法のもとで計画決定され長期間着手されな
かったことで、土地所有者は土地の処分に大きな制約を課
されてきた。固定資産税の増加をなくす特別措置を定める
べきである。
＜２通（２団体）＞

都  市  計  画  決  定  権  者  の  見  解

　都市計画道路の廃止に関連して行うべき区域区分や用途地域などの変更は、県や市
町村にて同時に手続きを進めることとしております。例えば、東三河都市計画道路の
変更に関連する区域区分の変更を今回同時に手続きを進めています。

　　１．都市計画道路見直しの進め方に関すること

　愛知県都市計画道路見直し方針に基づいた見直し検証作業では、周辺道路網の交通
機能の代替性だけでなく、市街地形成機能及び空間機能の必要性や歴史・文化資源及
び環境等の影響についても評価を行うこととしております。
　交通機能の代替性の検証にあたっては、将来交通量推計を行い、交通量や混雑度を
確認しております。

　ご意見を踏まえ、県内の都市計画道路の整備状況及び市町村ごとの見直し進捗状況
等について、12月初旬より県都市計画課ホームページに掲載し、ご確認いただけるよ
うにいたしました。

　都市計画道路の廃止に伴い、固定資産税額が本来の税額に戻る場合があります。こ
のような税負担の激変を緩和するため、地方税法附則において負担調整措置が設けら
れております。

　愛知県都市計画道路見直し方針に基づいた見直し検証作業では、整備済み区間、事
業中及び事業検討中の区間は見直し対象外としております。

　都市計画法第16条や都市計画運用指針において、都市計画の案を作成しようとする
場合には、公聴会や説明会等を開催し、住民の意見を反映させるために必要な措置を
講じることが定められています。
　新型コロナウイルスに係る緊急事態宣言の発令により、外出抑制の観点から説明会
を中止とし、説明会の開催に代え、関係地区を対象とした都市計画の案及び説明資料
の全戸回覧、市町村ホームページへの掲載、意見の募集とその結果や見解の公表を行
うなどにより、住民意見を反映させるための措置を講じた案件があります。
　市町村が実施した住民説明会等の資料、質疑内容につきましては、各市町村ホーム
ページで公表等がなされております。
　パブリックコメントにつきましては、市町村が都市計画の案を作成していくのに先
立ち、市町村独自の都市計画道路見直し方針を定める際に実施したものです。



第 ７ 号議案 知多都市計画道路の変更について

意見書の要旨及び都市計画決定権者の見解

縦 覧 期 間   令和 3年 11月 12日から令和 3年 11月 29日まで
縦 覧 場 所   愛知県都市・交通局都市基盤部都市計画課及び東海市役所

意 見 書 提 出 状 況   2通 （2団体）  



番号 意  見  書  の  要  旨

1-1
　今回の路線廃止に合わせて用途地域等の変更がなされて
いないが、これらの変更は同時並行に行うべきである。
＜２通（２団体）＞

1-2

　路線廃止の理由として周辺道路網の代替性だけで廃止す
るならば、もっと大胆に廃止を進めていくべきである。理
由として周辺現道網の代替性のみしか書かれていないが、
将来交通量の確認はしていないのか。
＜２通（２団体）＞

1-3
　部分的に事業着手している路線であっても、事業着手で
きていない区間は見直し対象とすべきである。
＜２通（２団体）＞

1-4

　地元説明会を行っている案件と行っていない案件があ
る。地元への説明方法はどのように進めているのか。地元
への説明内容が分かるように、配布資料、質疑内容等を明
らかにすべきである。
　また、パブリックコメントを実施している案件と実施し
ていない案件がある。
＜３通（１名２団体）＞

1-5

　変更案件に関する市町村以外の都市計画道路の整備状況
がどうなっているかを、県は公表すべきである。また、他
の市町村における都市計画道路の見直し進捗状況も確認で
きるようすべきである。
＜２通（２団体）＞

1-6

　旧都市計画法のもとで計画決定され長期間着手されな
かったことで、土地所有者は土地の処分に大きな制約を課
されてきた。固定資産税の増加をなくす特別措置を定める
べきである。
＜２通（２団体）＞

都  市  計  画  決  定  権  者  の  見  解

　都市計画道路の廃止に関連して行うべき区域区分や用途地域などの変更は、県や市
町村にて同時に手続きを進めることとしております。例えば、東三河都市計画道路の
変更に関連する区域区分の変更を今回同時に手続きを進めています。

　　１．都市計画道路見直しの進め方に関すること

　愛知県都市計画道路見直し方針に基づいた見直し検証作業では、周辺道路網の交通
機能の代替性だけでなく、市街地形成機能及び空間機能の必要性や歴史・文化資源及
び環境等の影響についても評価を行うこととしております。
　交通機能の代替性の検証にあたっては、将来交通量推計を行い、交通量や混雑度を
確認しております。

　ご意見を踏まえ、県内の都市計画道路の整備状況及び市町村ごとの見直し進捗状況
等について、12月初旬より県都市計画課ホームページに掲載し、ご確認いただけるよ
うにいたしました。

　都市計画道路の廃止に伴い、固定資産税額が本来の税額に戻る場合があります。こ
のような税負担の激変を緩和するため、地方税法附則において負担調整措置が設けら
れております。

　愛知県都市計画道路見直し方針に基づいた見直し検証作業では、整備済み区間、事
業中及び事業検討中の区間は見直し対象外としております。

　都市計画法第16条や都市計画運用指針において、都市計画の案を作成しようとする
場合には、公聴会や説明会等を開催し、住民の意見を反映させるために必要な措置を
講じることが定められています。
　新型コロナウイルスに係る緊急事態宣言の発令により、外出抑制の観点から説明会
を中止とし、説明会の開催に代え、関係地区を対象とした都市計画の案及び説明資料
の全戸回覧、市町村ホームページへの掲載、意見の募集とその結果や見解の公表を行
うなどにより、住民意見を反映させるための措置を講じた案件があります。
　市町村が実施した住民説明会等の資料、質疑内容につきましては、各市町村ホーム
ページで公表等がなされております。
　パブリックコメントにつきましては、市町村が都市計画の案を作成していくのに先
立ち、市町村独自の都市計画道路見直し方針を定める際に実施したものです。



第 ８ 号議案 西三河都市計画道路の変更について

意見書の要旨及び都市計画決定権者の見解

縦 覧 期 間   令和 3年 11月 12日から令和 3年 11月 29日まで
縦 覧 場 所   愛知県都市・交通局都市基盤部都市計画課、

           岡崎市役所、西尾市役所及び幸田町役場

意 見 書 提 出 状 況   2通 （2団体）  



番号 意  見  書  の  要  旨

1-1
　今回の路線廃止に合わせて用途地域等の変更がなされて
いないが、これらの変更は同時並行に行うべきである。
＜２通（２団体）＞

1-2

　路線廃止の理由として周辺道路網の代替性だけで廃止す
るならば、もっと大胆に廃止を進めていくべきである。理
由として周辺現道網の代替性のみしか書かれていないが、
将来交通量の確認はしていないのか。
＜２通（２団体）＞

1-3
　部分的に事業着手している路線であっても、事業着手で
きていない区間は見直し対象とすべきである。
＜２通（２団体）＞

1-4

　地元説明会を行っている案件と行っていない案件があ
る。地元への説明方法はどのように進めているのか。地元
への説明内容が分かるように、配布資料、質疑内容等を明
らかにすべきである。
　また、パブリックコメントを実施している案件と実施し
ていない案件がある。
＜３通（１名２団体）＞

1-5

　変更案件に関する市町村以外の都市計画道路の整備状況
がどうなっているかを、県は公表すべきである。また、他
の市町村における都市計画道路の見直し進捗状況も確認で
きるようすべきである。
＜２通（２団体）＞

1-6

　旧都市計画法のもとで計画決定され長期間着手されな
かったことで、土地所有者は土地の処分に大きな制約を課
されてきた。固定資産税の増加をなくす特別措置を定める
べきである。
＜２通（２団体）＞

都  市  計  画  決  定  権  者  の  見  解

　都市計画道路の廃止に関連して行うべき区域区分や用途地域などの変更は、県や市
町村にて同時に手続きを進めることとしております。例えば、東三河都市計画道路の
変更に関連する区域区分の変更を今回同時に手続きを進めています。

　　１．都市計画道路見直しの進め方に関すること

　愛知県都市計画道路見直し方針に基づいた見直し検証作業では、周辺道路網の交通
機能の代替性だけでなく、市街地形成機能及び空間機能の必要性や歴史・文化資源及
び環境等の影響についても評価を行うこととしております。
　交通機能の代替性の検証にあたっては、将来交通量推計を行い、交通量や混雑度を
確認しております。

　ご意見を踏まえ、県内の都市計画道路の整備状況及び市町村ごとの見直し進捗状況
等について、12月初旬より県都市計画課ホームページに掲載し、ご確認いただけるよ
うにいたしました。

　都市計画道路の廃止に伴い、固定資産税額が本来の税額に戻る場合があります。こ
のような税負担の激変を緩和するため、地方税法附則において負担調整措置が設けら
れております。

　愛知県都市計画道路見直し方針に基づいた見直し検証作業では、整備済み区間、事
業中及び事業検討中の区間は見直し対象外としております。

　都市計画法第16条や都市計画運用指針において、都市計画の案を作成しようとする
場合には、公聴会や説明会等を開催し、住民の意見を反映させるために必要な措置を
講じることが定められています。
　新型コロナウイルスに係る緊急事態宣言の発令により、外出抑制の観点から説明会
を中止とし、説明会の開催に代え、関係地区を対象とした都市計画の案及び説明資料
の全戸回覧、市町村ホームページへの掲載、意見の募集とその結果や見解の公表を行
うなどにより、住民意見を反映させるための措置を講じた案件があります。
　市町村が実施した住民説明会等の資料、質疑内容につきましては、各市町村ホーム
ページで公表等がなされております。
　パブリックコメントにつきましては、市町村が都市計画の案を作成していくのに先
立ち、市町村独自の都市計画道路見直し方針を定める際に実施したものです。



第 ９ 号議案 東三河都市計画道路の変更について

意見書の要旨及び都市計画決定権者の見解

縦 覧 期 間   令和 3年 12月 3日から令和 3年 12月 17日まで
縦 覧 場 所   愛知県都市・交通局都市基盤部都市計画課、

           豊川市役所及び蒲郡市役所

意 見 書 提 出 状 況   2通 （2団体）  



番号 意  見  書  の  要  旨

1-1
　今回の路線廃止に合わせて用途地域等の変更がなされて
いないが、これらの変更は同時並行に行うべきである。
＜２通（２団体）＞

1-2

　路線廃止の理由として周辺道路網の代替性だけで廃止す
るならば、もっと大胆に廃止を進めていくべきである。理
由として周辺現道網の代替性のみしか書かれていないが、
将来交通量の確認はしていないのか。
＜２通（２団体）＞

1-3
　部分的に事業着手している路線であっても、事業着手で
きていない区間は見直し対象とすべきである。
＜２通（２団体）＞

1-4

　地元説明会を行っている案件と行っていない案件があ
る。地元への説明方法はどのように進めているのか。地元
への説明内容が分かるように、配布資料、質疑内容等を明
らかにすべきである。
　また、パブリックコメントを実施している案件と実施し
ていない案件がある。
＜３通（１名２団体）＞

1-5

　変更案件に関する市町村以外の都市計画道路の整備状況
がどうなっているかを、県は公表すべきである。また、他
の市町村における都市計画道路の見直し進捗状況も確認で
きるようすべきである。
＜２通（２団体）＞

1-6

　旧都市計画法のもとで計画決定され長期間着手されな
かったことで、土地所有者は土地の処分に大きな制約を課
されてきた。固定資産税の増加をなくす特別措置を定める
べきである。
＜２通（２団体）＞

都  市  計  画  決  定  権  者  の  見  解

　都市計画道路の廃止に関連して行うべき区域区分や用途地域などの変更は、県や市
町村にて同時に手続きを進めることとしております。例えば、東三河都市計画道路の
変更に関連する区域区分の変更を今回同時に手続きを進めています。

　　１．都市計画道路見直しの進め方に関すること

　愛知県都市計画道路見直し方針に基づいた見直し検証作業では、周辺道路網の交通
機能の代替性だけでなく、市街地形成機能及び空間機能の必要性や歴史・文化資源及
び環境等の影響についても評価を行うこととしております。
　交通機能の代替性の検証にあたっては、将来交通量推計を行い、交通量や混雑度を
確認しております。

　ご意見を踏まえ、県内の都市計画道路の整備状況及び市町村ごとの見直し進捗状況
等について、12月初旬より県都市計画課ホームページに掲載し、ご確認いただけるよ
うにいたしました。

　都市計画道路の廃止に伴い、固定資産税額が本来の税額に戻る場合があります。こ
のような税負担の激変を緩和するため、地方税法附則において負担調整措置が設けら
れております。

　愛知県都市計画道路見直し方針に基づいた見直し検証作業では、整備済み区間、事
業中及び事業検討中の区間は見直し対象外としております。

　都市計画法第16条や都市計画運用指針において、都市計画の案を作成しようとする
場合には、公聴会や説明会等を開催し、住民の意見を反映させるために必要な措置を
講じることが定められています。
　新型コロナウイルスに係る緊急事態宣言の発令により、外出抑制の観点から説明会
を中止とし、説明会の開催に代え、関係地区を対象とした都市計画の案及び説明資料
の全戸回覧、市町村ホームページへの掲載、意見の募集とその結果や見解の公表を行
うなどにより、住民意見を反映させるための措置を講じた案件があります。
　市町村が実施した住民説明会等の資料、質疑内容につきましては、各市町村ホーム
ページで公表等がなされております。
　パブリックコメントにつきましては、市町村が都市計画の案を作成していくのに先
立ち、市町村独自の都市計画道路見直し方針を定める際に実施したものです。


